
 

2023年度事業報告書発行に際して 

 

理 事 長  根津 公一 

学 園 長  池田 康夫 

 

学校法人根津育英会武蔵学園 2023年度事業報告を発行するにあたり、この報告書の成り

立ちについて一言申し上げます。 

武蔵学園には、1922（大正 11）年の建学以来の「三理想」というものがあります。「三理

想」は、初代校長一木喜徳郎の頃に掲げられたもので、「東西文化融合のわが民族理想を遂

行し得べき人物」、「世界に雄飛するにたえる人物」、「自ら調べ自ら考える力ある人物」がそ

れにあたります。そして、三理想を現代に活かし、実践していくために、2014年、本学園の

理事会評議員会の議を経て、学園百周年をめざして方向を示したものが、「理事長ドクトリ

ン」であり、それを教学の方針として具体化したものが「学園長プラン」です。 

2022年４月、学園は創立百周年を迎え、それとともに第四次中期計画を開始しました。 

第四次中期計画の開始にあたっては、「理事長ドクトリン」「学園長プラン」も若干見直し、

新「理事長ドクトリン」新「学園長プラン」を制定しました。 

2022年度から始まり、2027年度に至る６カ年の本学園の第四次中期計画は、この新「理

事長ドクトリン」新「学園長プラン」のもとに策定され、前半３年で中間見直しを行い、後

半３年の事業を進めることとなっております。本事業報告の対象とする 2023年度は、第四

次中期計画前半の第二年の年度に当たります。 

学園はこれまで、大学においては国際教養学部を発足させ、高校中学においては「新生武

蔵のグランドデザイン」の下、海外短期留学制度、海外直接進学奨励制度そのほか、世界に

目を向けた新たな制度を、創設または整備してきました。また大学、高校中学ともリベラル

アーツ＆サイエンスを見据えた教育内容の深化も進めてきました。 

これらを踏まえ、第四次中期計画においては、大学院についても独自の戦略と施策を掲げ

ると共に、学園全体で新「理事長ドクトリン」新「学園長プラン」のめざすグローバル教育

の一層の推進、リベラルアーツ＆サイエンス教育の充実と展開、そして独自のデータサイエ

ンス教育の展開に取り組もうとしています。このため、2022 年度から、大学においては新

たにリベラルアーツアンドサイエンス教育センター（LASEC）を発足させ、この分野の教育

研究をリードする機能を担わせることとしました。 

新しい世紀、次の百年に向けて、着実に歩み続ける本学園の 2023年度事業の詳細報告を

以下にご高覧いただければ幸甚です。 

 

  



 

§  法人の概要 
 

 

設置する学校、学部・学科等 

 

法人の名称 学校法人根津育英会武蔵学園 

事務所の所在地 東京都練馬区豊玉上一丁目２６番１号 

設置校 学部・学科・課程名等 開設年度 

武蔵大学 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

武蔵高等学校 

 

武蔵中学校 

 

大学院 

経済学研究科博士前期課程 

（経済・経営・ファイナンス専攻） 

経済学研究科博士後期課程 

（経済・経営・ファイナンス専攻） 

人文科学研究科博士前期課程 

（欧米文化専攻） 

（日本文化専攻） 

（社会学専攻） 

人文科学研究科博士後期課程 

（欧米文化専攻） 

（日本文化専攻） 

（社会学専攻） 

 

学部 

経済学部 

経済学科 

経営学科 

金融学科 

人文学部 

英語英米文化学科 

ヨーロッパ文化学科 

日本・東アジア文化学科 

社会学部 

社会学科 

メディア社会学科 

国際教養学部 

国際教養学科 

 

全日制課程 普通科 

 

 

1969年度 

2006年度 

1972年度 

2008年度 

1973年度 

1997年度 

1997年度 

1995年度 

1997年度 

1997年度 

1997年度 

1997年度 

 

 

1949年度 

1949年度 

1959年度 

1992年度 

1969年度 

2011年度 

2011年度 

2011年度 

1998年度 

1998年度 

2004年度 

2022年度 

2022年度 

 

1948年度 

 

1949年度 

 

（注）2024年 3月 31日現在募集中の学部・学科・課程名等。 

 

 

 



 

沿革 

 

1921年 09月 財団法人根津育英会設立認可 

1921年 12月 武蔵高等学校(旧制七年制文科･理科)設立認可 

1922年 04月 武蔵高等学校(旧制七年制文科･理科)開設 

1948年 03月 武蔵高等学校(新制)設置認可 

1948年 04月 武蔵高等学校(新制)開設 

1949年 01月 武蔵中学校(新制)設置認可 

1949年 02月 武蔵大学(経済学部経済学科)設置認可 

1949年 04月 武蔵中学校(新制)開設 

 武蔵大学(経済学部経済学科)開設 

1950年 03月 学制改革により旧制武蔵高等学校自然廃校 

1951年 02月 財団法人根津育英会の学校法人根津育英会への組織変更認可 

1959年 01月 武蔵大学経済学部経営学科設置認可 

1959年 04月 武蔵大学経済学部に経営学科増設 

1969年 02月 武蔵大学人文学部(欧米文化学科､日本文化学科､社会学科)設置認可 

1969年 03月 武蔵大学大学院(経済学研究科経済学専攻修士課程)設置認可 

1969年 04月 武蔵大学に人文学部(欧米文化学科､日本文化学科､社会学科)増設 

 武蔵大学大学院(経済学研究科経済学専攻修士課程)を設置 

1972年 03月 武蔵大学大学院経済学研究科経済学専攻博士課程設置認可 

1972年 04月 武蔵大学大学院経済学研究科に経済学専攻博士課程増設 

1973年 03月 武蔵大学大学院人文科学研究科(英語英米文学専攻修士課程、ドイツ語ド

イツ文学専攻修士課程、フランス語フランス文学専攻修士課程､日本語日本

文学専攻修士課程)設置認可 

1973年 04月 武蔵大学大学院に人文科学研究科(英語英米文学専攻修士課程、ドイツ語

ドイツ文学専攻修士課程、フランス語フランス文学専攻修士課程､日本語日

本文学専攻修士課程)増設 

1975年 04月 武蔵大学大学院経済学研究科修士課程･博士課程を区分制博士課程(前

期･後期)に改組 

1991年 12月 武蔵大学経済学部金融学科設置認可 

1992年 04月 武蔵大学経済学部に金融学科増設 

1995年 03月 武蔵大学大学院人文科学研究科社会学専攻修士課程設置認可 

1995年 04月 武蔵大学大学院人文科学研究科に社会学専攻修士課程増設 

1996年 12月 武蔵大学大学院人文科学研究科欧米文化専攻博士課程(前期･後期)､同研

究科日本文化専攻博士課程(前期･後期)､同研究科社会学専攻博士課程

(後期)設置認可 

1997年 04月 武蔵大学大学院人文科学研究科英語英米文学専攻修士課程､同研究科ド

イツ語ドイツ文学専攻修士課程、同研究科フランス語フランス文学専攻修士

課程、同研究科日本語日本文学専攻修士課程募集停止 

 武蔵大学大学院人文科学研究科に欧米文化専攻博士課程(前期･後期)､ 

日本文化専攻博士課程(前期･後期)､社会学専攻博士課程(後期)増設〔社会

学専攻修士課程は､社会学専攻博士前期課程となる｡〕 

1997年 12月 武蔵大学社会学部(社会学科)設置認可 

 武蔵大学人文学部比較文化学科設置認可 

1998年 04月 武蔵大学人文学部社会学科募集停止 

 武蔵大学に社会学部(社会学科)増設 



 

 武蔵大学人文学部に比較文化学科増設 

1998年 12月 武蔵大学大学院経済学研究科経営・ファイナンス専攻博士課程(前期･後期

設置認可 

1999年 04月 武蔵大学大学院経済学研究科に経営・ファイナンス専攻博士課程(前期･後

期)増設 

2002年 03月 武蔵大学大学院人文科学研究科英語英米文学専攻修士課程、同研究科ド

イツ語ドイツ文学専攻修士課程、同研究科フランス語フランス文学専攻修士

課程、同研究科日本語日本文学専攻修士課程廃止 

2003年 03月 武蔵大学人文学部社会学科を廃止 

2003年 06月 武蔵大学社会学部メディア社会学科設置届出受理 

2004年 04月 武蔵大学社会学部にメディア社会学科増設 

2004年 10月 武蔵大学人文学部英米比較文化学科、ヨーロッパ比較文化学科、日本・東

アジア比較文化学科設置届出受理 

2005年 04月 武蔵大学人文学部欧米文化学科､日本文化学科､比較文化学科募集停止 

 武蔵大学人文学部英米比較文化学科、ヨーロッパ比較文化学科、日本・東

アジア比較文化学科増設 

2005年 05月 武蔵大学大学院経済学研究科経済・経営・ファイナンス専攻博士課程(前期)

設置届出受理 

2006年 04月 武蔵大学大学院経済学研究科経済学専攻博士課程(前期)､同研究科経営･

ファイナンス専攻博士課程(前期)募集停止 

 武蔵大学大学院経済学研究科に経済・経営・ファイナンス専攻博士課程(前

期)を設置 

2007年 12月 武蔵大学大学院経済学研究科経済・経営・ファイナンス専攻博士課程(後

期)<昼夜開講制>設置届出受理 

2008年 03月 武蔵大学大学院経済学研究科経済学専攻博士課程(前期)､同研究科経営･

ファイナンス専攻博士課程(前期)廃止 

2008年 04月 武蔵大学大学院経済学研究科経済学専攻博士課程(後期)､同研究科経営･

ファイナンス専攻博士課程(後期)募集停止 

 武蔵大学大学院経済学研究科に経済・経営・ファイナンス専攻博士課程(後

期)<昼夜開講制>を設置 

2010年 07月 武蔵大学人文学部英語英米文化学科、ヨーロッパ文化学科、日本・東アジア

文化学科設置認可 

2011年 03月 武蔵大学大学院経済学研究科経済学専攻博士課程(後期)､同研究科経営･

ファイナンス専攻博士課程(後期)廃止 

2011年 04月 武蔵大学人文学部英米比較文化学科、ヨーロッパ比較文化学科、日本・東

アジア比較文化学科募集停止 

 武蔵大学人文学部に英語英米文化学科、ヨーロッパ文化学科、日本・東ア

ジア文化学科を設置 

2012年 03月 武蔵大学人文学部欧米文化学科､日本文化学科､比較文化学科を廃止 

2012年 08月 学校法人名の変更及び収益事業の開始に伴う寄附行為一部変更認可 

2013年 04月 学校法人根津育英会武蔵学園に改称 

2015年 04月 ロンドン大学と武蔵大学とのパラレル・ディグリー・プログラム開始 

2015年 12月 武蔵高等学校と武蔵中学校の併設型中高一貫教育校への移行届出受理 

2016年 05月 武蔵大学人文学部英米比較文化学科を廃止 

2017年 10月 武蔵大学人文学部日本・東アジア比較文化学科を廃止 

2019年 09月 武蔵大学人文学部ヨーロッパ比較文化学科を廃止 



 

2021年 06月 武蔵大学国際教養学部国際教養学科設置届出受理 

2022年 04月 武蔵大学国際教養学部国際教養学科を設置 

2022年 04月 武蔵大学リベラルアーツアンドサイエンス教育センター設置 

  



 

組織図、主な役職 

学校法人根津育英会武蔵学園 

理事長 根津 公一 

学園長 池田 康夫 

副理事長 池田 康夫 武蔵大学学長 高橋 徳行 

専務理事 元木 隆史 武蔵高等学校中学校校長 杉山 剛士 
(2024年3月31日現在) 
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事務機構図 

(2024年 3月 31 日現在) 

 
           経営企画室    
              
                総務課 
                
                 
                人事課 
                
           総務部    
             教職員健康管理室 

               
                
               募金事務室 
               

理
事
長 

副
理
事
長 

              
             学園記念室 
 

常
任
理
事
会 

 
事
務
局
長 

         
            
           経理課 
      財務部   

専
務
理
事 

                             資産管理室 
           
            
        施設部   施設課 
          

                 
           情報システム部   情報システム課 
             
                 
                国際教育室 
           国際部   
              
                国際交流室 
                
                 
           広報部    
              
                 
                 
                 
         大学事務局      
              
                 
                大学企画課 
           学長室   
              
              ダイバーシティ推進室 
                
                 
                大学庶務課 
           運営部   
              
                研究支援課 
                
                 
                教務課 
           教務部   
              
                情報・メディア教育センター事務室 
                
                 
                学生生活課 
              
               
           学生支援センター   大学保健室 
             
                 
                学生相談室 
                
                 
           キャリア支援センター    
              
                 
           アドミッションセンター    
              
                 
              大学図書館事務室 
              
                 
           高等学校・中学校事務室    
              
                 
              内部監査室 
              

 

  



 

理事会の開催 

2023年度開催の理事会の審議・議決事項は以下のとおりである｡ 

1 第 301回理事会（5月 25日） 

第 1号議案 監事、評議員選任の件 

第 2号議案 2022年度事業報告書案 

第 3号議案 2022年度収支決算案 

第 4号議案 学費改定の件 

 

2 第 302回理事会（7月 13日） 

審議・議決事項なし 

※その他：私立学校法改正についての意見交換 

 

3 第 303回理事会（10月 26日） 

第 1号議案 事務局長選任の件 

第 2号議案 評議員、理事選任の件 

第 3号議案 2023年度収支補正予算案 

第 4号議案 武蔵大学学則一部変更案 

第 5号議案 武蔵大学大学院学則一部変更案 

第 6号議案 武蔵中学校学則一部変更案 

 

4 第 304回理事会（12月 14日） 

第 1号議案 副学長選任の件 

※その他：私立学校法改正に向けた検討状況を踏まえた意見交換 

 

5 第 305回理事会（3月 21日） 

第 1号議案 評議員､理事及び監事選任の件 

第 2号議案 専務理事選任の件 

第 3号議案 顧問委嘱の件 

第 4号議案 2024年度事業計画案 

第 5号議案 2024年度収支予算案 

第 6号議案 役員報酬等の支給の基準に関する規程一部改正案 

 

 

 

 

 

 

 

 

  



 

評議員会の開催 

2023年度開催の評議員会の審議事項は以下のとおりである｡ 

1 第 282回評議員会（5月 25日） 

第 1号議案 監事選任の件（議決事項） 

第 2号議案 2022年度事業報告書案 

第 3号議案 2022年度収支決算案 

第 4号議案 学費改定の件 

 

2 第 283回評議員会（10 月 26日） 

第 1号議案 評議員、理事選任の件（議決事項） 

第 2号議案 2023年度収支補正予算案 

第 3号議案 武蔵大学学則一部変更案 

第 4号議案 武蔵大学大学院学則一部変更案 

第 5号議案 武蔵中学校学則一部変更案 

 

3 第 284回評議員会（3月 21日） 

第 1号議案 評議員､理事及び監事選任の件（議決事項） 

第 2号議案 2024年度事業計画案 

第 3号議案 2024年度収支予算案 

第 4号議案 役員報酬等の支給の基準に関する規程一部改正案 



 

 

 

§ 事業の概要 

  要  約   

大学 
 

2023 年度の事業は、2021 年度に策定された新「理事長ドクトリン」及び新「学園長

プラン」に基づく第四次中期計画の前半の２年目の事業として実施された。同計画の実

現に向けて、武蔵大学は教育の基本目標を、「学園建学の精神（三理想）に基づき、（中

略）『リベラルアーツ＆サイエンス』の理念に従って広範かつ深遠な総合知と特定の専

門知ならびに他者と協働する力・実践力を育てること」とした。この目標の達成にむけ

て実施した事業の成果について、中期計画に従って「大学院」、「大学」別に、戦略事項

に対応した課題ごとに述べる。 

 

１ 大学院 

（１） 定員充足 

2024年度入試は、経済学研究科で博士課程前期の入学者が５名（募集人員 10名）、

人文科学研究科で博士課程前期の入学者が 15名（募集人員 24名）と、募集人員を下

回っているものの、両研究科ともに前期課程においては定員充足率が５割以上となっ

た。 

日本語によるカリキュラムを履修する大学院生の誘致、海外からの大学院生（海外

出身）の日本語による修士論文作成サポート（個別指導・課外)、学部研究生制度と

本学大学院への進学を連動させる仕組みづくりの検討は継続して行った。 

＜課題＞ 

➢ リソースを新たに必要とする案件（修士論文作成サポート等）については関

係部局との協議を継続して行うとともに、既存のリソースの活用やリソース

の投入効果の検討と並行して実施すること。 

➢ アジア出身の大学院在学生やアジア地域の海外協定校等の情報も積極的に

活用すること。 

➢ 新学生寮の戦略的な活用を検討すること。 



 

（２） リベラルアーツ＆サイエンス教育をリードする研究分野の開拓と充実 

ジェンダー研究関連の講演会開催にむけた情報収集を行い、2024 年度にジェンダ

ー研究に係る研究会を立ち上げるための調整を行った。 

他には、日本大学大学院芸術学研究科との単位互換制度の検討を開始し、朝田家型

紙関係資料のデータ化を継続して実施した。 

また、U.S. Certified Public Accountant（USCPA：米国公認会計士）の資格取得

にむけた科目として、2024年度に「会計学各論（英文財務会計）」を開講することを

決定し、2027 年度新カリキュラム改定の際に、対象科目を増加させることを確認し

た。 

＜課題＞ 

➢ 2024 年度に新設される研究会は、計画された事業については年度内に終え

ることができるように努めること。 

➢ 文化財資源探索プログラムの実施やイスラーム文化研究の強化については、

経過年度の成果を着実に発展させること。 

 

（３） 世界・社会に開かれた大学院の形成 

経済学研究科のアントレプレナーシップコース及びアントレプレナーシップに関

する履修証明プログラムの新設について検討した。 

人文科学研究科社会学専攻における出願資格（日本語能力）の見直しを検討し、2025

年度入試から日本語能力に関する資格要件を厳格化する予定である。パッサウ大学と

のダブル・ディグリー提携について検討し、2026年度開始を決定した。 

 

＜課題＞ 

➢ 対象となる社会人の居住地域（国内・海外）に合わせた教育内容や実施方法

を検討すること。 

➢ 特定企業や自治体との連携も視野に入れて議論を進めること。 

➢ オンライン授業等、情報技術や通信技術の積極的な活用も検討すること。 

 

  



 

２ 大学 

（１） 広い識見と行動力を持つグローバルリーダーの養成 

2022年度から経済学部で開講した「海外インターンシップ」は、初年度にコロナ禍

の影響により実施できなかった現地研修をカンボジアで実施し、また「グローバル企

業研究」は、大学同窓生が代表を務める企業の海外戦略を研究し、その成果を発表し

た。 

国際教養学部経済経営学専攻のパラレル・ディグリー・プログラム（PDP）では、本

学がロンドン大学の Bachelor of Science in Economics（経済学士）を教えること

ができる Recognized Teaching Centreとして承認された。また、Bachelor of Science 

in Data Science and Business Analytics の新設準備・申請に向け、教員募集を開

始し、2024年度から開講する科目を追加した。 

＜課題＞ 

➢ 大学院進学奨励学生制度は着実に大学院進学に寄与しているため、学部学生

に対する周知をさらに強化する等、成果につながる方策等を引き続き検討す

ること。 

➢ リーダーシップ教育は、複数の科目、複数の学部・センターが関連するもの

であることから、関連部局はお互いに密な連携をとりながら進めること。 

 

（２） リベラルアーツ＆サイエンス教育の充実 

リベラルアーツアンドサイエンス教育センターにおいては、総合科目、外国語科目、

留学準備講座及び EAS科目の各運営会議を開催し、センターは授業計画や教員任用に

関する原案を確認することとした。 

コーチング制度の運用は、特にフランス語では留学のための語学要件が高いため、

学長裁量経費で Global Challenge（GC）コーチングを実施した。その結果、語学要件

を満たし、2024 年度にフランスへの協定留学が決定した学生が２年次生で４名とな

った。 

カリキュラムの全学的検証に必要な学修ポートフォリオの導入は、2022 年度入学

生データを用いて学修ポートフォリオの検証を行い、内部質保証委員会に報告のうえ、

2024年度より学生一人一人にその結果をフィードバックすることとした。 

理系大学との連携については、武蔵大学総合研究機構と早稲田大学先端生命医科

学センター共催で、中国の伝統思想における健康、医と病に関する認識及び実践に

関する講演会を開催した。 



 

＜課題＞ 

➢ 2027 年度新カリキュラム改定に向けて、リベラルアーツアンドサイエンス

教育センターが総合科目、外国語科目、留学準備講座及び EAS科目において

必要な役割を十分に果たせるようにすること。 

➢ 多言語教育の強化と充実については、検証及び改善が継続的に行える体制を

整備すること。 

➢ 学修ポートフォリオは、2024 年度が導入初年度になるので、学生や各部局

からのフィードバックを反映できる体制を整えること。 

➢ 理系大学との連携や世界・社会に開かれた社会人教育については、単発的な

試みを全学的かつ継続的な取り組みに繋げられるように進めること。 

 

（３） グローバル教育の充実強化 

Singapore Institute of Management（SIM）への留学者は 2023 年度６名、2024年

度５名（内定）と堅実に推移しているため、派遣留学生を 10 名まで増員する方向で

協議が進んでいる。 

＜課題＞ 

➢ SIMとの連携強化について引き続き強化すること。 

 

（４） データサイエンス教育の推進 

Inter-university Consortium for Political and Social Research（ICPSR）の社

会調査データを利用した授業を３授業開講し、2027 年度新カリキュラムにおいては

国際的なデータを利用した授業を拡充する予定であることを確認した。 

企業・研究機関等との連携による授業実施・インターン派遣の強化については、新

たにトランスコスモス株式会社との連携事業が始まり、企業等との連携事業は数値目

標である４授業を実施した。 

本学園データサイエンス研究所と社会学部が連携して「データサイエンス副専攻」

（仮称）に関する提案書を作成し、リベラルアーツアンドサイエンス教育センターの

副専攻運営会議を経て、全学教務委員会にて承認された。 

「数理・データサイエンス・AI教育プログラム（リテラシーレベル）」申請に向け

た全学的な調整を行い、対象科目を選定し 2024年度より開講することが決定した。 

2027 年度新カリキュラム改定に向けて、４学部それぞれの特徴を生かした学部単

位でのデータサイエンス教育を構想し、武蔵学園大学部門中期計画推進会議でも数回



 

にわたって議論を行った。2024年度は実現に向けた調整等を行う予定である。 

＜課題＞ 

➢ ４学部それぞれの特徴を生かしたカリキュラム構築とその実現に必要な措

置を計画的に進めること。 

 

（５） 武蔵型ICT／AI教育モデルの導入 

Bring Your Own Device（BYOD）対応印刷管理システムを導入し、稼働を開始した。 

学内 PCで利用されているソフトウェアのうち、SPSS又は STATAの利用を希望する

教員に対して、学生への提供方法の周知を行った。 

大学図書館では、2024年度入学者を主な対象とする入門編のガイダンスについて、

学生所有の PC又はタブレットでの実施を原則とすることを決定した。 

Courseraを通じた連携授業の可能性について検討した。 

2023 年度までに実施したオンライン授業について各学部等で教育効果について検

証し、2024年度以降メディア授業で実施する科目一覧を策定した。 

＜課題＞ 

➢ 新入生ガイダンスを含め、BYOD を前提とした学内運営をさらに徹底するこ

と。 

➢ オンライン授業の充実と強化を継続的に進めること。 

 

（６） 国際的競争力のある独創的研究の推進 

2022年度から活動している東西文化融合史研究会に加え、新たに２研究会（持続可

能な社会・経済研究会、AIの社会浸透研究会）が開設された。 

テニュアトラック教員に対する学長裁量経費による支援を引き続き実施した。 

＜課題＞ 

➢ ３つの研究会についてはすでに予算措置された事業を着実に実施すること。 

 

（７） 少子化と国際化を踏まえた入試制度の見直し 

総合型選抜 AO 入試等の全学的な見直しについては、人文学部ヨーロッパ文化学科

では、語学力・文化理解力重視方式に加え、学科適性重視方式を 2025年度入試(2024

年度実施)から導入することを決定し、社会学部メディア社会学科では 2024年度入試

（2023年度実施）において、新たに導入したメディア・クリエーション方式を無事に

実施することができた。 



 

国際教養学部では、国際バカロレア履修生向け総合型選抜 AO入試を 2025年度入試

(2024年度実施)から実施することを決定した。 

ダイバーシティセンターの業務フロー等を作成・更新し、「武蔵大学障害学生支援

に関する基本方針」等を大学公式 Webサイトで公開した。また、第三者委員会の設置

を決定した。 

＜課題＞ 

➢ 総合型選抜 AO入試の強化策を継続的に検討すること。 

➢ 高校別の入試関連情報の収集と分析を継続的に行うこと。 

➢ ダイバーシティセンターの設置により、入試前、入学前の相談や必要な措置

に関しては飛躍的に対応能力が向上しているが、新たな対応が求められる案

件も同時に増えているので、引き続き体制の強化に努めること。 

 

（８） 学内組織の再編統合による運営の強化 

キャリア支援センター長をキャリア支援センター部長が兼任し、キャリア支援セン

ター委員とキャリア支援センター委員会を廃止した体制で２年が経過したが、毎月開

催の学長定例により、教員との連携は保たれている。 

会議等における Zoom、Microsoft Teams、SwiftPOST等の活用は、向き・不向き、

メリット・デメリットを考慮に入れて継続的に取り組んだ。 

教職課程自己点検・評価は教職課程会議において取りまとめることを決定し、その

決定に従って報告書の作成及び公表が行われた。 

＜課題＞ 

➢ オンライン会議等の実施にあたっては、内容に応じて、情報のやり取りや保

存に関するセキュリティ対策を万全にすること。 

  



 

高校中学 
 

2019年度末から世界中を覆った新型コロナウイルスは、2023年５月に感染法上の２

類から５類へと移行し、2023年度はコロナ前の日常が徐々に戻ってきた１年であっ

た。そうした中、武蔵の強み・良さを生かしながらも次の百年に向けての進化を図る

『新生武蔵のグランドデザイン』を踏まえ、第四次中期計画の２年目の施策を着実に

実行することができた。 

 

１ 学園共通の戦略事項 

（１） リベラルアーツ＆サイエンス教育の一層の深化 

『新生武蔵のグランドデザイン』を踏まえ、各科において６年間の体系的な指導

を目指すために作成した「各科のカリキュラムデザイン」に基づき、タブレットの

段階的学年配布など ICT教育も進展させながら、リベラルアーツ＆サイエンス教育

の一層の深化を図った。（２ 高中部門（１）を参照） 

 

（２） 世界に雄飛し人類の課題解決に資するリーダーの育成 

コロナ禍で中断していた、これまで取り組んできたグローバル教育を再開すると

ともに、『新生武蔵のグランドデザイン』で掲げる、真に信頼され尊敬されるリー

ダーの育成に向け、グローバル市民教育（２ 高中部門（３）を参照）とともに、

リーダーシップ教育（２ 高中部門（４）を参照）を推進した。 

 

（３） 東西文化の架け橋となる研究教育の推進 

中国・韓国との国際交流を再開するとともに、武蔵をハブにしてのヨーロッパや

中国・韓国も交えたオンライン交流会などの取り組みを進めた。（２ 高中部門

（３）②を参照） 

 

（４） 学園内高大連携の強化 

大学講義の受講についての高校単位認定制度の活用とともに、先進的な学びに興

味関心をもった高校生の高大連携科目受講をさらに促進した。（３ 高校中学・大

学共通部門を参照） 

 

（５） 武蔵らしいICT/AI教育の強化 

武蔵のアナログの良さとデジタルの強みを融合するため、一人一台の段階的なタ

ブレット配布を進めるとともに、校内 DX化に向け、総合型校務システムを導入し

た。（２ 高中部門（１）②を参照） 



 

 

２ 高校中学部門 

（１） 教科教育・学問の推進（守破離の段階を踏まえた武蔵らしい学びの確立） 

① グランドデザインを踏まえたカリキュラム体系の構築 

高校学習指導要領改訂２年目を迎え、「各科のカリキュラムデザイン」の改訂

を行いつつ、教科横断的な視点を持ちながら、武蔵の学びを進化させるよう努め

た。また、中学技術の新カリキュラム構築を実現するため、多目的演習室を改修

することにより技術工作室の設置を決定した。あわせて、より現状に即し見直し

た新進級評価基準について、適切に運用されるよう努めた。 

 学習指導要領改訂に基づく新カリキュラムの実施 

 各科におけるカリキュラムデザインの策定 

 中学技術のカリキュラム構築と技術工作室の設置準備 

 新進級評価基準の運用 

＜課題＞ 

➢ 新カリキュラムの安定化と各教科カリキュラムデザインの更新 

➢ 中学技術工作室の設置 

➢ 各教科評価基準の見直し 

➢ 生徒の学習状況についての定点把握による教科指導の改善 

 

② ICT/AI教育モデルを活用した武蔵型教育モデルの確立 

武蔵のアナログの良さとデジタルの強みを融合するため、一人一台のタブレッ

ト配布を進めるとともに、事務室職員とも連携しながら、サポート体制の充実に

努めた。また、学習場面をはじめ教育活動全般で活用されるよう、教育 ICT活用

推進委員会を中心に、活用支援に組織的に取り組むとともに、ICT活用ハンドブ

ックを作成するなど生徒に対する情報セキュリティ教育に努めた。さらに、総合

型校務システムを導入し、家庭との連絡ツール機能を活用するとともに、2024年

度に向け出席・成績ツール機能活用の準備を行った。 

 タブレットの段階的導入（中１から高２までの導入完成） 

 事務室職員と連携した ICTサポート体制の充実 

 教育 ICT活用推進委員会による授業支援 

 代表委員会による生徒自治のポータルサイト創設 

 感染症による学年閉鎖時等のオンライン授業の実施 

 総合型校務システムの導入と家庭との連絡ツール機能の活用 

＜課題＞ 

➢ ICTを活用した情報教育のグランドデザインの策定 

➢ ICT機器サポート体制のさらなる充実 



 

➢ ICT活用に向けた教員の効果的研修の推進 

➢ 総合型校務システムの導入による出欠・成績管理等の機能活用 

➢ 情報センターとしての図書館再整備に向けた課題抽出と研究の着手 

 

（２） キャリア教育の推進（入学から卒業までを見据えた進路希望の実現） 

① 入学試験のありかたの見直し 

入試内容や運営の経常的な見直しを図り、PDF配信による迅速な問題公表を行

った。 

 入試内容についての継続的検討 

 入試問題の試験後 PDF配信による業務効率化 

＜課題＞ 

➢ 入試内容や入試運営についての継続的な検討 

➢ 英語入試導入に向けての検討 

 

② 進路希望を実現させるための取り組みの充実 

進路希望の実現に向け、「進路指導のグランドデザイン」を踏まえ、未来の志

を考えさせるとともに、その志を具現化するための確かな学力を獲得させるよう

努めた。このため、従来からのキャリアガイダンスを充実させるとともに、大

学・研究室の訪問プログラムについて継続実施した。併せて、学習到達レベルに

合わせた補講・講習の実施や、生徒の進路意識を高める進路ポートフォリオの実

施と効果的活用に努めた。 

 卒業生の体験を伝えるキャリアガイダンスの実施(７月、12月) 

 東大研究室訪問の実施(９月、34名) 

 校内模試や大学共通テストの結果分析についての教員全体での共有化 

 夏期補講・春期補講の実施 

 進路ポートフォリオの実施 

＜課題＞ 

➢ 自学自習習慣の確立 

➢ 受験に立ち向かう学力の早期完成と良き学びの集団づくり 

➢ 進路指導委員会と学年団との連携の強化 

➢ 東大研究室訪問の充実 

➢ 長期休業中補習の安定的実施と進路ポートフォリオの運用改善 

 

③ 中高を一貫した海外大学進学経路の設計 

学園国際部とも連携しながら、REDプログラムの運営についても密な情報交換

を行うよう努めた。また、海外大学に出願する者へのサポート体制を強化するた



 

め、先進校への視察を行うとともに、本学独自のサポ―ト体制確立に向けて、学

園とともに検討した。さらに、学園国際部と連携した講演会の実施や IFP科目の

紹介等を通じて、海外大学に直接進学をしようとする生徒の後押しをした。 

 海外大学直接進学予定者２名に奨励金を授与 

 高大連携による武蔵大学 PDP受講の促進（１名） 

 学園国際部と連携した雄飛メルマガや講演会などによる海外大学進学サポ

ートの実施 

 海外大学直接進学者サポ―ト体制構築に向けての先進校視察 

＜課題＞ 

➢ 学園 REDプログラム推進センターや学園国際部との密な情報交換の推進 

➢ 外部グローバルプログラムの積極的な活用 

➢ 学園国際部とのさらなる連携による海外大学進学サポートの体制構築 

 

（３） グローバル市民教育の推進（グローバル教育の量的拡大と質的充実） 

① 広い世界に目を向けさせる取り組みの充実 

SDGs等グローバルな社会課題に向き合う教科教育や行事体系の整備を行うとと

もに、総合講座なども活用しながらそうした取り組みの充実を図った。また、創

立記念講演会を復活し、生徒の目線をあげるような意識啓発に努めた。 

 学年の枠を払い探究活動を進める新たな総合講座の充実  

 SDGsの視点を踏まえた総合講座発表会の実施 

 生徒の目線をあげる創立記念講演会の実施 

＜課題＞ 

➢ 総合講座の受講希望者拡充 

➢ 総合講座発表会の充実 

➢ 創立記念講演会の定着 

 

② 東西文化の架け橋となる人材育成を見据えた東アジア国際交流の推進 

武蔵をハブにしてのヨーロッパや中国・韓国も交えたオンライン交流会などの

取り組みを進めた。 

 海外提携校とのオンライン交流会の実施 

＜課題＞ 

➢ 海外提携校とのオンライン交流会の継続的実施 

➢ 大学と連携したイスラーム圏の国々との交流も視野に入れた調査研究 

  



 

③ 世界の多様性を学ぶグローバル市民教育プログラムの開発・実践 

現行の国外研修・協定校からの留学生受け入れを再開するとともに、学園国際

部とも連携しながら、在学中の異文化交流の体験機会を増やす行事や情報提供を

実施した。また、同窓会の支援を仰ぎつつ、夏休みなどを利用した海外活動チャ

レンジ奨励奨学金の活用を進めた。 

 コロナ禍で中断していた国外研修制度の再開 

 海外活動チャレンジ奨励奨学金の活用（５名） 

＜課題＞ 

➢ 国際交流事業の本格的な再開と安定的な実施 

➢ 海外活動チャレンジ奨励奨学金の充実 

➢ 学園国際部とも連携した異文化交流の体験機会の提供 

 

（４） リーダーシップ教育の推進（守破離の段階を踏まえた６年間のリーダー

教育） 

① 公共心や人権感覚を育てる教育の推進 

教科教育に加え、道徳の授業や人権教育、校友会行事などを通して、公共心や

人権感覚を育てる教育を推進した。 

 生徒向け人権教育研修会及び教職員向け人権研修会の実施 

 校長による道徳教育の実施 

 ICT活用ガイド作成・配布による ICTリテラシー教育の推進 

 生活実態調査の実施 

＜課題＞ 

➢ 人権教育の体系的なカリキュラム開発 

➢ ICTリテラシー教育の継続的実施 

➢ 生活実態調査も含めた定点観測の継続的実施 

 

② 多様な他者と協働する自主性・主体性の涵養 

校友会活動などを通して生徒の自主性・主体性を涵養させるとともに、部活動

指導員を試行的に導入し、校友活動会の充実を図った。 

 校友会活動（記念祭、体育祭、強歩大会）のコロナ前の水準での実施 

 部活動指導員の導入及び検証 

 校友会運営実態の把握 

＜課題＞ 

➢ 校友会活動のさらなる活性化 

➢ 部活動指導員の効果検証の継続と部活動顧問配置の適正化 

 



 

３ 高校中学・大学共通部門 

（１） 高大連携科目の充実と強化 

大学講義の受講についての高校単位認定制度の活用とともに、大学の授業時間変

更により高校生の受講がより可能になった学習環境を踏まえ、高大連携科目のさ

らなる充実と強化を図った。 

 高大連携科目の受講(８名 13講座) 

＜課題＞ 

➢ 大学が行う IFPサイエンス科目やデータサイエンス教育、SDGs関連科目の

高大連携科目などの生徒への一層の周知 

➢ 大学のリベラルアーツアンドサイエンスセンターや学園データサイエンス

研究所との高大教員間の連携充実 

  



 

学園 
 

（１） 中期計画を支える事務部門ポテンシャルの向上 

① 職員が身に着けるべきスキルのカタログ化 

 学内業務において必要な知識・情報を集約した「武蔵学園職員ガイドブック」

を作成・公開した。 

 一般職員研修として、2022 年度に引き続きワークショップ・グループワー

クからなる研修を実施した。また外部研修情報についても適宜人事課より展

開した。 

② 管理職研修の充実と業務改善が促進される土壌づくり 

 全管理職を対象に自律的マネージャー育成目的の宿泊型研修を実施し、管理

職としての意思決定の質向上、戦略推進力を高める手法を学んだ。 

③ 専門的職員のさらなる活用 

 学園職員に必要とされる専門能力や処遇を整理し、経費助成として学園が指

定する大学院、履修証明プログラムを対象に補助する形で制度を再構築した。 

＜課題＞ 

➢ 「学園 DX推進プロジェクト」改め「課題改善プロジェクト」が実際に活動

を行い、全職員対象にアンケートを実施の上、最初に取り組む 15のテーマ

を選定した。職員の声を反映したテーマ設定でもあるため、多くの職員が業

務改革と組織改編につながる本施策に取り組む必要がある。 

 

（２） 公正清新な人事労務制度の構築 

① 大学教員の評価制度導入と多様な雇用形態による教員活用 

 教育、研究、大学運営、社会貢献の４分野に関して教員自己点検・評価を試

行し、2024 年度の自己点検・評価方法について検討を行い、実施要領を改

定した。 

 テニュアトラック制度の運用・定着化が図られている。客員教授については

関連規程の見直しを行い任用について柔軟性を持たせることとした。基幹教

員については大学での検討と合わせて他学園の情報収集を行った。 

② 高中教員の働き方について 

 ２年近くにわたって検討・試行を進めてきた労働時間制度の実施については、

高中教員に関する就業規則を制定し労働時間制度への準備が整った。 

 試行期間中のデータを分析する中で、部活動指導業務に関する業務時間が多

大であることを再確認し、その解消に向けての検討を実施した。 

③ 職員の多様な雇用形態による人的リソース活用の検証と適正化 



 

 採用環境が厳しさを増す中で、余人をもって代えがたい専門的スキルを持つ

非正規スタッフの専任事務職員としての採用を実施した。 

 内製化の検討については、建物・施工管理業務をアウトソーシングから内製

化に移行することが決定した。 

＜課題＞ 

➢ 高中教員については、労働時間制度の浸透度合いや勤務状況をモニタリング

し、新しい働き方への適応状況と課題の抽出を行う。 

➢ 職員については、非正規から専任化した職員の業務遂行状況、アウトソーシ

ングから内製に移行した業務の遂行状況をモニタリングし、今後の人材登用

に生かす。 

 

（３） 第四次中期計画を支える施設設備のポテンシャルの向上 

① 学園内外のネットワーク環境の整備と教育方法に対応した授業支援インフラ

の整備 

 大学については、2024年度新入生 PC必携化への準備として、BYOD対応印刷

環境の構築、通信インフラの整備を行った。高中は 2024 年度からの全生徒

及び教員の iPad利用に向けた無線 LAN整備を完了した。 

 大学新２号館については、計画の遅れもあり詳細検討は 2024年度とした。

また、教室へのコンセント設置についても 2024年度前半の状況を見て判断

することとした。 

② オンラインツールの活用とセキュリティの確保 

 学園内での定型的対応の洗い出しについては、課題改善プロジェクトを通じ

てニーズの掘り下げを行い、整理して対応を検討することとした。 

③ 建物に関する施設整備 

 新学生寮の実施設計が完了し、建設に着手した。 

 大学新２号館についてはユニバーサルデザインの観点を取り入れた実施設

計のチェックを実施した。 

＜課題＞ 

➢ 大学２号館全面改築に関しては、設計段階での遅れが生じたため、全体工程に

遅れが生じている。予定された完成時期から遅れが生じるため、大学をはじめ

各所との調整が課題となっている。 

 

（４） 持続可能な社会への対応 

① SDGs諸目標への学園として可能な貢献 

 経営企画室が広報部の支援を受け、学園ホームページ上に SDGs専用ページ

を開設し、学園内の取り組み状況を公開する準備が整った。「SDGs教育の展



 

開」については、SDGs取り組み企業との情報交換などを行い、SDGsに関す

る知識を身に着けることができるイベントから着手することとした。 

② 環境衛生対策や災害対策とともに、省資源、省エネルギーに対応した施設整備 

 新型コロナウイルス感染症に係るガイドラインの作成と公開を行った。 

 学内全面禁煙としたことで近隣から喫煙マナーに関する苦情が増えたこと

から、学内に「特定屋外喫煙場所」を設置し、ルールを定めて運用を開始し

た。 

③ ダイバーシティに対応する体制の整備 

 大学部門において「ダイバーシティセンター」及び「ダイバーシティ推進室」

を４月に開設し多様な学生の支援を開始。年間で 30名近い学生に対応した。 

 多様な学生からのニーズや意見に応えられるよう準備を行い、また、学生団

体とも連携して要支援学生に対応できる体制を整えた。 

＜課題＞ 

➢ ダイバーシティ活動については大学部門を事例として、今後教職員にも広げ

ていけるよう検討が必要である。 

 

（５） その他の計画 

① 効率的なカリキュラム運営 

 大学では、年間履修登録上限単位数の見直しを行った。また、2027 年度新

カリキュラムの総合科目として「数理科学・データサイエンス」および「言

語・コミュニケーション」（仮）分野の設置の検討を行った。 

 高校では、新課程に対応する授業形態を確立した。 

② 年代を超えた知の基盤づくり 

 武蔵学園のリベラルアーツ＆サイエンスについて、説明動画１本と、関係者

が登場するショート動画を 12本制作した。 

 高校では同窓会活動である木曜会（卒業生による講演会）に生徒及び保護者

の参加を増やした。 

③ グローバル人材創成を体現する新たな戦略 

 中等教育においてグローバル人材を創生する RED プログラム事業を充実さ

せるため、「REDプログラム推進センター」の設置準備を進めた。 

＜課題＞ 

➢ 大学では、2027年度カリキュラムに向けた各種検討事項の着実な推進を通

じて魅力的かつ効率的なカリキュラム作りを行う。必要なリソースの配分

については、引き続き大学部門中期計画推進会議にて課題として取り組む

こととする。 

 



 
 

§  財務の概要 
 

１． 2023 年度収支決算書ならびに決算の概要 

2023 年度事業活動収支決算は、収入については受取利息・配当金、寄付金等が予算に対して増額となり、支出

については主に教育研究経費、人件費が予算に対して支出減となりました。 

 

※千円未満を切り捨てているため合計が一致しない場合がある。 

 

 

  

（1）資金収支

資金収入合計 15,536,714 千円 （補正予算比 1,462,711 千円増 10.4%増 

資金支出合計 16,465,044 千円 （補正予算比 1,201,161 千円増 7.9%増 

（2）事業活動収支

教育活動収入 8,390,893 千円 （補正予算比 123,567 千円増 1.5%増 

教育活動支出 7,997,645 千円 （補正予算比 170,739 千円減 2.1%減 

教育活動収支差額 393,248 千円 

教育活動外収入 514,175 千円 （補正予算比 214,175 千円増 71.4%増 

教育活動外支出 -

教育活動外収支差額 514,175 千円 

経常収支差額 907,423 千円 

特別収入 43,901 千円 （補正予算比 25,640 千円増 140.4%増

特別支出 345,418 千円 （補正予算比 10,826 千円増 3.2%増 

特別収支差額 △ 301,516 千円 

基本金組入前当年度収支差額 605,906 千円 

基本金組入額 △ 845,585 千円 （補正予算比 135,549 千円減 13.8%減 

当年度収支差額 △ 239,678 千円 

）

）

）

）

）

）

）

） 



 
 

（１）資金収支決算 

2023 年度資金収支計算書 

〈収入の部〉 
   

〈支出の部〉 
 

（単位：千円） 

科  目 予算 決算 差異 科  目 予算 決算 差異 

学生生徒等納付金収入 6,236,847 6,208,057 28,789 人件費支出 4,205,838 4,183,111 22,726 

手数料収入 331,502 366,100 △ 34,598 教育研究経費支出 2,486,515 2,350,477 136,037 

寄付金収入 625,000 702,800 △ 77,800 管理経費支出 617,123 616,450 672 

補助金収入 842,997 863,238 △ 20,241 借入金等利息支出 0 0 0 

資産売却収入 0 0 0 借入金等返済支出 0 0 0 

付随事業･収益事業収入 73,186 67,879 5,306 施設関係支出 2,082,898 1,353,501 729,396 

受取利息・配当金収入 300,000 514,175 △ 214,175 設備関係支出 96,469 91,328 5,140 

雑収入 175,930 207,954 △ 32,024 資産運用支出 5,819,612 7,779,604 △ 1,959,992 

借入金等収入 0 0 0 その他の支出 590,209 600,711 △ 10,502 

前受金収入 1,385,471 1,530,712 △ 145,241 予備費 
(0) 

 
 

100,000 100,000 

その他の収入 5,604,363 6,672,159 △ 1,067,796      

資金収入調整勘定 △ 1,501,293 △ 1,596,362 95,069 資金支出調整勘定 △ 734,781 △ 510,140 △ 224,640 

前年度繰越支払資金 2,666,677 2,666,677  翌年度繰越支払資金 1,476,797 1,738,347 △ 261,550 

収入の部合計 16,740,680 18,203,391 △ 1,462,711 支出の部合計 16,740,680 18,203,391 △ 1,462,711 

 
 

※千円未満を切り捨てているため合計が一致しない場合がある。 

主な勘定科目についての説明 

収入の部 

学生生徒等納付金収入 大学 5,254,991 千円、高校中学 953,066 千円。 

手数料収入 入学検定料収入 359,595 千円他。 

寄付金収入 特別寄付金収入 667,180 千円、一般寄付金収入 35,620 千円。 

補助金収入 国庫補助金収入 522,953 千円、地方公共団体補助金収入 311,296 千円他。 

付随事業・収益事業収入 補助活動収入 64,790 千円他。 

受取利息・配当金収入 3 号基本金引当特定資産運用収入 63,452 千円、その他の受取利息・配当金収入 450,723 千円。 

雑収入 
私立大学退職金財団交付金収入 145,759 千円、東京都私学財団退職資金交付金収入 11,045 千円、施設

設備利用料収入 17,015 千円、その他の雑収入 34,133 千円。 

資金収入調整勘定 期末未収入金 187,768 千円、前期末前受金 1,408,594 千円は当該年度の資金の動きではないため控除。 

 

支出の部 

人件費支出 教員人件費支出 2,718,623 千円、職員人件費支出 1,205,391 千円他、総額 4,183,111 千円。 

教育研究経費支出 前年度比 318,406 千円増の総額 2,350,477 千円。 

管理経費支出 前年度比 41,102 千円減の総額 616,450 千円。 

施設関係支出 大学 2 号館改築工事 641,774 千円、江古田学生寮地（収益事業から振替）472,632 千円他。 

設備関係支出 教育研究機器備品支出 49,660 千円、図書支出 37,150 千円他。 

資産運用支出 減価償却引当特定資産繰入支出 4,258,377 千円、第３号基本金引当特定資産繰入支出 1,699,925 千円

他。 

資金支出調整勘定 期末未払金 500,253 千円、前期末前払金 9,886 千円は当該年度の資金の動きではないため控除。 

 

  



 
 

（２）事業活動収支決算 

2023 年度事業活動収支計算書 

〈収入の部〉 
   

〈支出の部〉 
 

（単位：千円） 

 科目 予算 決算 差異 科目 予算 決算 差異 

教
育
活
動
収
支 

学生生徒等納付金 6,236,847 6,208,057 28,789 人件費 4,208,856 4,191,190 17,665 

手数料 331,502 366,100 △34,598 教育研究経費 3,305,936 3,153,439 152,496 

寄付金 610,000 697,782 △87,782 管理経費 653,593 653,015 577 

経常費等補助金 839,861 844,428 △4,567 徴収不能額等 0 0 0 

付随事業収入 73,186 67,879 5,306     

雑収入 175,930 206,645 △30,715     

教育活動収入計 8,267,326 8,390,893 △123,567 教育活動支出計 8,168,385 7,997,645 170,739 

教育活動収支差額 98,941 393,248 △294,307     

教
育
活
動
外
収
支 

受取利息・配当金 300,000 514,175 △214,175 借入金等利息 - - - 

その他の教育活動外収入 0 0 0 その他の教育活動外支出 - - - 

教育活動外収入計 300,000 514,175 △214,175 教育活動外支出計 - - - 

教育活動外収支差額 300,000 514,175 △214,175     

経常収支差額 398,941 907,423 △508,482     

特
別
収
支 

資産売却差額 125 1,235 △1,110 資産処分差額 334,592 345,418 △10,826 

その他の特別収入 18,136 42,666 △24,530 その他の特別支出 0 0 0 

特別収入計 18,261 43,901 △25,640 特別支出計 334,592 345,418 △10,826 

特別収支差額 △316,331 △301,516 △14,814     

 予備費 
（0） 

 
 

100,000 100,000 

基本金組入前当年度収支差額 △17,390 605,906 △623,296     

基本金組入額 △981,135 △845,585 △135,549     

当年度収支差額 △998,525 △239,678 △758,846     

前年度繰越収支差額 176,044 176,044      

基本金取崩額 - - -     

翌年度繰越収支差額 △822,481 △63,634 △758,846     

 

 

※千円未満を切り捨てているため合計が一致しない場合がある。 

 

 

  



 
 

（３）貸借対照表 

 

※千円未満を切り捨てているため合計が一致しない場合がある。 

 

  

科目 金額 科目 金額

固定資産 39,653,736 固定負債 1,556,882

有形固定資産 17,844,193 退職給与引当金 1,556,882

土地 881,697 流動負債 2,252,753

建物 10,483,944 未払金 520,696

構築物 965,872 前受金 1,530,712

教育研究用・管理用機器備品 351,072 仮受金 0

図書 4,302,472 預り金 201,345

車両 0 負債の部合計 3,809,635

建設仮勘定 859,134

特定資産 21,165,880

第２号基本金引当特定資産 400,000 基本金 38,364,626

第３号基本金引当特定資産 4,848,769 第１号基本金 32,568,856

退職給与引当特定資産 1,556,882 第２号基本金 400,000

その他の特定資産 14,360,228 第３号基本金 4,848,769

その他の固定資産 643,663 第４号基本金 547,000

有価証券 9,500 繰越収支差額 △ 63,634

収益事業元入金 549,777 翌年度繰越収支差額 △ 63,634

長期貸付金 33,259 純資産の部合計 38,300,991

その他 51,126

流動資産 2,456,890

現金預金 1,738,347

未収入金 187,768

有価証券 498,928

その他 31,846

資産の部合計 42,110,627 負債及び純資産の部合計 42,110,627

純資産の部

資産の部 負債の部

（単位：千円）



 
 

（４）2023 年度 財産目録（要約） 

 

※千円未満を切り捨てているため合計が一致しない場合がある。 

 

 

  

17,895,305 千円

土地 182,084.54 ㎡ 881,697 千円

建物 78,662.52 ㎡ 10,483,944 千円

構築物 220 件 965,872 千円

教具・工具・備品 7,039 点 351,072 千円

図書 828,935 点 4,302,472 千円

その他 910,247 千円

23,665,544 千円

長期貸付金 33,259 千円

特定資産 21,165,880 千円

現金預金 1,738,347 千円

未収入金 187,768 千円

有価証券 508,428 千円

その他 31,860 千円

508,040 千円

42,068,891 千円

1,556,882 千円

退職給与引当金 1,556,882 千円

2,252,753 千円

未払金 520,696 千円

前受金 1,530,712 千円

預り金 201,345 千円

491 千円

3,810,126 千円

38,258,764 千円正味財産　(資産合計　-　負債合計)

（単位：千円）

　収益事業用負債

　負債合計

　資産合計

　固定負債

　流動負債

科　目 数　量　等 価　額

基本財産

　運用財産

　収益事業用財産



 
 

（５）有価証券の状況 

 

 

 

（６）借入金の状況 

該当事項なし 

 

（７）学校債の状況 
該当事項なし 

  

①総括表

（単位　円）

貸借対照表   　　 計上額 時価 差額

2,541,455,593 8,072,411,499 5,530,955,906

　（うち満期保有目的の債券） ( 1,782,425,000 ) ( 1,799,334,800 ) ( 16,909,800 )

7,587,008,615 7,187,560,467 △ 399,448,148

　（うち満期保有目的の債券） ( 6,324,245,000 ) ( 6,166,609,100 ) ( △ 157,635,900 )

10,128,464,208 15,259,971,966 5,131,507,758

　（うち満期保有目的の債券） ( 8,106,670,000 ) ( 7,965,943,900 ) ( △ 140,726,100 )

154,061,060

10,282,525,268

②明細表

（単位　円）

貸借対照表   　　 計上額 時価 差額

8,106,670,000 7,965,943,900 △ 140,726,100

443,113,171 5,871,892,488 5,428,779,317

1,578,681,037 1,422,135,579 △ 156,545,458

0 0 0

その他 0 0 0

10,128,464,208 15,259,971,967 5,131,507,759

154,061,060

10,282,525,268

　投資信託

当年度（2024年3月31日）

　時価が貸借対照表計上額を超えるもの

　時価が貸借対照表計上額を超えないもの

　　　　　合　　　　計

時価のない有価証券

有価証券合計

当年度（2024年3月31日）

　債券

　株式

　貸付信託

　　　　　　　合　　　　計

時価のない有価証券

有価証券合計



 
 

（８）関連当事者等の取引の状況 
①関連当事者 
該当事項なし 

 
②出資会社 
学校法人の出資による会社に係る事項 
当該学校法人の出資割合が総出資額の２分の１以上である会社の状況は次のとおりである。

 
 

（単位　円）

当該会社からの受入額 寄付金 45,000,000

施設設備利用料等 11,769,842

当該会社への支払額 委託費等 326,192,205

物品購入等 5,550,476

（単位　円）

期首残高 資金支出等 資金収入等 期末残高

当該会社への出資金等 9,500,000 9,500,000

当該会社への未払金 20,980,304 20,980,304 41,078,796 41,078,796

当該会社からの未収金 1,600,950 1,600,950 1,090,075 1,090,075

名 称 　株式会社　武蔵エンタープライズ

事 業 内 容 　教育・研究開発に関する技術・情報・調査の仲介斡旋およびコンサルタント業務

資 本 金 　　　　　　　　　　　　　　　　　9,500,000円  　　　190株 

学 校 法 人 の
出 資 状 況

　　　　　　　　　　　　　　　　　9,500,000円　　当該会社の出資に占める割合　100％

出 資 の 状 況 　平成20年6月20日　　　　　9,500,000円　　　　190株

当期中に学

校法人が受

入れた配当

及び寄附の

金額並びに

学校法人と

の資金、取

引等の状況

保証債務 学校法人は当該会社について債務保証を行っていない。














